
福島県再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援業務 

委託仕様書 

 

 この仕様書は、福島県（以下「県」という。）が業務に関する知識・ノウハウを有す

る民間法人に委託して行う「福島県再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援業務」

（以下「本業務」という。）の仕様等に関し、必要な事項を定めるものである。 

 

第１ 本業務の趣旨及び概要 

「再生可能エネルギー先駆けの地」を目指す本県においては、再生可能エネルギ

ーの導入拡大と併せて、関連産業の育成・集積を積極的に推進しており、また「福

島新エネ社会構想」においては、本県で再生可能エネルギー及び水素関連産業の育

成・集積を図り、新エネ社会のモデルを構築するとの方針が示されている。 

このため、「福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会」（以下「研究会」と

いう。）の設置・運営や、研究開発・実証支援、再エネ展示会の開催、首都圏や海外

で開催される展示会への出展等により、再生可能エネルギー・水素分野における県

内企業のネットワーク構築・技術開発支援・ビジネス拡大支援等を行ってきたとこ

ろである。 

  本業務では、産学官のネットワーク構築から、新規参入、人材育成、研究開発、

事業化、販路拡大、海外展開まで一体的・総合的に支援することにより、再生可能

エネルギー及び水素関連産業の育成・集積に向けた取組を推進することを目的とす

る。 

 

第２ 本業務の期間 

契約の日から令和８年３月３１日まで 

 

第３ 本業務の内容  
１ 全般 

（１）拠点の設置 ・本事業の運営の履行に当たり、事業費の範囲内で活動拠点を設

置すること。事業の効果的・効率的遂行の観点から、活動拠点

を複数設置することを妨げない。 

・営業日及び時間は、月曜日から金曜日まで８時３０分～１７時

１５分を原則とする（祝日及び１２月２９日～１月３日の間は

除く）。 

（２）県との調整 ・県と随時調整を行い、事業の総括をする（月１回程度、進捗状

況の共有を行うこと）。 

（３）体制整備 ・再生可能エネルギー及び水素関連産業の育成・集積について確

実な事業成果を出すために、その事業の取りまとめを行う代表

及びコーディネータ等を採用する。いずれも予算の範囲内で採

用することとし、確実な成果を出すため、人数の上限は設けな

い。 

・また、コーディネータの資質の向上を図るために、研修等によ

り、継続的に専門性の高度化に努めること。 

（４）事業計画 ・本業務にあたっての事業計画及び活動目標を策定し、必要に応

じて見直しを図ること。 



（５）情報発信 ・本県が進める施策への理解促進等のため、事業費の範囲内でホ

ームページ等により再生可能エネルギー及び水素分野におけ

る本県の取組を広く発信すること。 

・本業務による支援の成果について、事業費の範囲内でＰＲ資材

等を作成し、対外的発信に努めること。 

２ ネットワーク構築 

（１）研究会運営 ①研究会（全体会）について 

・産学官によるネットワークを形成し、研究会会員（以下「会員」

という。）の技術基盤の強化を目的とし、会員のニーズにあっ

たセミナー等の研究会（全体会）を企画・開催すること。 

・研究会（全体会）開催に当たって、セミナー講師の選定や謝金、

旅費（実費弁償）の支払及び会場使用料及び賃借料の支払を行

うこと。 

・研究会（全体会）開催報告の情報発信を行うこと。 

②分科会について 

・研究会に設置する専門分野毎の技術動向の把握・共有等を行う

分科会を各分科会長と協議の上、企画・開催すること。なお、

産業界のニーズに応じて、新規分野の分科会の設置が必要な場

合には、県と協議すること。 

・県内企業の販路拡大実現のため、県が主催する「ＲＥＩＦふく

しま」等の機会を活用し、大手メーカー等とのマッチングやネ

ットワーキングイベントを開催するとともに、継続的なフォロ

ーアップを行うこと。 

・分科会開催に当たって、セミナー講師の選定や謝金、旅費（実

費弁償）の支払及び会場使用料及び賃借料の支払を行うこと。 

・分科会開催報告の情報発信を行うこと。 

③企画運営委員会について 

・研究会の運営や活動方針に関して協議する企画運営委員会を

企画・開催すること。 

④開催回数 

・開催は、以下の回数を基本とし、必要に応じて効果的な運営を

行うこと。 

 研究会（全体会） 年１回程度 

 分科会（分野毎） 年３回程度 

 企画運営委員会  年１回程度 
 
（２）会員の募集

及び会員名簿の

管理 

 
・年間を通して会員の募集を行うこと。 

・入退会等の情報について、会員名簿を作成し、適切に管理を行

うこと。 

・会員名簿に関する情報の管理 

 会員名簿の情報については、電子データ等にて適切に管理し、

常時アップデートを行い、月に１回及び県からの求めに応じて

提出できるよう管理しなければならない。 
 

（３）会員への定

期的な情報提供 

・定期的に県主催事業等の情報について、電子メールやホームペ

ージを用いて、会員に情報提供を行うこと。 



（４）ネットワー

クの構築 

・県内企業と県内高等教育機関・研究機関との連携促進に努める

こと。 

・また、国内外の再生可能エネルギー関連地域・機関とのネット

ワークを積極的に構築すること。必要に応じて、県と協議の上、

関係する協会や協議会の会員活動に参加すること。具体例とし

て、一般社団法人太陽光発電協会、一般社団法人日本風力発電

協会及び一般社団法人水素エネルギー協会が挙げられるが、こ

れに限定されるものではない。 

３ 新規参入企業発掘 
 
・再生可能エネルギー及び水素に関連する技術や設備を有しているにも関わらず、そ

のポテンシャルに気づいていない企業を再エネ・水素関連産業へ新規参入させる

ため、潜在的な県内企業を戦略（以下の例とおり）をもって発掘・調査し、個別訪

問・ヒアリング・アンケート等を通して、関連産業への転換等を促すこと。 

・当該年度は３０社程度の企業発掘数に努めること。 

（例） 

 ア 再エネ産業において今後想定されるニーズを把握・検討し、可能性のある分野

にアプローチをする。 

 イ 会員企業等からのリクエスト等個別案件からアプローチをする。 

 ウ 県内の産業支援機関等から情報を収集し、候補となる企業を選定してアプロ

ーチをする。 

 エ 展示会やセミナー等の機会を通して、再エネ産業への参入に興味を示した企

業に対してアプローチをする。  
４ 再エネ産業育成伴走支援（人材育成及び事業化支援） 

（１）人材育成支

援 

・再エネ・水素関連産業の育成・集積に向けては、新規参入・事

業拡大を目指す企業に対して、将来の本県再エネ・水素関連産

業を担う質の高い人材の継続的な育成・確保が必要である。 

このため、過年度発掘した新規参入企業をはじめ、異業種から

再エネ・水素関連産業への転換を検討している企業等に対し、

社員等への研修や個別課題に応じた技術指導等、要望に応じた

伴走型支援の人材育成を実施すること。 

・必要により外部専門家の招へい等による指導・研修を行うこと

ができるように体制を整えること。 

・当該年度は１５社程度の人材育成支援に努めること。 

（２）事業化支援 ・以下の取組等を通じ、県内企業による新技術・新製品の開発や

新たなビジネスモデルの構築など、新事業化プロジェクトを創

出するとともに、伴走型支援により事業化を推進すること。 

・なお、伴走支援の成果として、支援企業の受注（成約）状況等

を追跡調査及び整理すること。 

①事業化ワーキンググループ（ＷＧ）の運営 

・事業化を目指す会員企業等による事業化ＷＧを設置し、定例会

を開催すること。なお、事業化ＷＧの定例会の回数については、

月１回程度を基本とするが、幹事企業の意向を踏まえ、設定す

るものとする。 

・既に活動している事業化ＷＧについては、当該事業化ＷＧの目



標・計画に基づき、継続的に事業化に必要な支援を行うこと。 

・新たな事業化プロジェクトの創出に向けて、会員企業の意向把

握に努めるとともに、有望と見込まれる分野・テーマ・構成企

業等を検討・調査すること。新たな事業化ＷＧを設置する場合

は、企業面談や企業間マッチング等、必要な調整を行うこと。 

②事業拡大に向けた支援 

・再エネ・水素関連産業への新規参入・事業拡大に向けて取り組

んでいる過年度発掘新規参入企業や会員企業等に対して、個別

訪問やアンケート等により、各企業が有するシーズやニーズの

把握に努めるとともに、現状分析や課題把握・抽出を行い、そ

の解決を図りながら、事業を進展させるための支援を実施する

こと。 

・なお、具体的支援内容として、以下の支援を想定するが、これ

に限るものではない。 
 

市場ニーズ把握／ビジネスプラン策定／技術開発計画や 

資金調達、人材確保等に関する助言と進捗管理／技術・ 

製品開発後の事業化に向けた知財保護・標準化／事業 

拡大に必要な個別マッチング／販路拡大／海外展開 等 
 

・必要により外部専門家の招へい等による支援を行うことがで

きるように体制を整えること。 

・当該年度は３０社程度の事業化支援に努めること。 

（３）補助金管理 ・県で実施する「再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業」

及び「福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援

事業」の審査事務の補助、進捗管理、補助金の経理処理確認、

成果発表会の企画・開催等の総合的な管理業務を行うこと。 

５ 販路拡大支援 

（１）首都圏展示

会 

・首都圏で開催される再生可能エネルギー関連展示会に県内企

業等との共同により１回以上出展し、県内企業等の製品・技術

の販路拡大を支援するとともに、県の取組紹介・PRの展示を行

うこと。 

・県内企業等との共同出展に当たっては、公募により選定するこ

ととし、６社程度を目安とする。 

・出展前、出展時におけるマッチング支援及び出展後のフォロー

アップを行うこと。 

・想定する展示会は以下のとおりであるが、これに限るものでは

ない。 

①「再生可能エネルギー世界展示会＆フォーラム」 

②「スマートエネルギー Week」 

（２）海外展示会 

（E-world energy 

& water） 

・ドイツ・NRW州エッセン市にて開催されるエネルギー関連国際

見本市“E-world energy & water”へ県内企業３社程度と共同

でブースを出展すること。 

・出展企業については、公募により選定することとし、新規企業

の発掘も含め、出展企業候補への案内を行うこと。選定後は、



出展者ミーティングを開催すること。 

・出展者の海外渡航、ブース出展を円滑にするため、適切な情報

提供やサポートを行うこと。 

・出展前、出展時におけるマッチング支援及び出展後のフォロー

アップを行うこと。 

・出展をより効果的なものにするため、展示会期間中及び展示会

前後の期間にセミナー、レセプション及び企業訪問等を企画・

実施すること。 

６ 実績報告書の作成 

・本業務の完了後、実績報告書を作成すること。 

７ 上記の他、本県の再生可能エネルギー及び水素関連産業の育成・集積の促進に必

要な業務 

・その内容については、県との協議の上で決定すること。 

※業務遂行のため企業への個別訪問等を行った結果については、電子データ等にて情

報を整理の上、常時アップデートを行い、県からの求めに応じて提出できるように

管理しなければならない。なお、本業務にて行う個別訪問については、オンライン

による方法も認める。 

 

第４ 契約に関する条件等 

 １ 県との調整 

   本業務を遂行するにあたっては、県と十分調整した上で業務を行い、業務遂行

中も適宜状況を報告すること。 

 ２ 県の施策に対する理解 

   受託者は、県の再生可能エネルギー及び水素関連産業の育成・集積に係る施策

に関しての理解を深めるとともに、事業の目的を逸脱しない業務を行うこと。 

 ３ 書類等の適正な管理・保管 

   受託者は、事業者等から提出のあった各種書類について、活動拠点に保管し、

保管場所等を電子データに記録し、常時、県からの求めに応じ検索し提出できる

ように適正に管理すること。 

 ４ 予実管理 

   予算と照らして、各業務に係る実績管理を行うこと。また、県が求めた場合に

は、速やかに実績と計画を報告すること。 

 

第５ 受託者の責務 

 １ 苦情等の処理 

   本業務に伴って生じたトラブル等に関しては、受託者が責任を持って対応する

こと。 

 ２ 信用失墜行為の禁止 

   受託者は、本業務の実施にあたり、県内事業者等及びその関係者と利害関係を

持つなど、県の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

 ３ 法令等の遵守 

  （１）個人情報等の守秘義務 

    本業務を通して知り得た個人情報及び企業の情報等については、他に漏洩し

てはならない。なお、個人が特定される情報は原則として第三者へ提供しない



こと。 

  （２）個人情報等の目的外使用の禁止 

    個人情報及び申請企業の情報等については、他の目的で使用すること及び売

買することを禁止する。 

  （３）委託契約終了後の取り扱い 

    上記、（１）及び（２）については、本業務の委託契約が終了した後も同様で

ある。なお、個人情報が記載された資料については、事業完了後、県に返還す

ること。 

 ４ 施設・設備の目的外使用の禁止及び信頼性の確保 

   受託者は、本業務の受託業務を行うために用意した施設又は備品を本業務以外

の目的で使用してはならない。 

 

第６ 業務報告 

  受託者は、業務の遂行に当たり、本業務の着手又は完了後、速やかに次の書類を

提出しなければならない。 

 （１）委託業務着手届 

 （２）委託業務完了報告書 

 （３）委託業務実績報告書 

（４）成果品 

    成果品として、以下のものを指定された期日までに、県の指定する担当者に

提出すること。なお、作成にあたっては、内容及び体裁について予め十分な時

間をとって県と協議しその承認を受けること。また、電子媒体で提出するもの

については、Microsoft Word、Excel、Power Point あるいは PDF 形式で作成

し、格納媒体はＣＤ－Ｒとすること。 

   ・委託業務実績書            ２部 

   ・電子媒体（ＣＤ－Ｒ）         １部 

 

第７ その他 

 １ 旅費規程 

   受託者が業務の遂行にあたり必要と認められる国内外出張を行う際の旅費規

程は、委託者の旅費規程を準用すること。 

 ２ 本仕様に定めのない事項等 

   受託者は本業務の実施にあたり、不明な点や変更点、本仕様等に定めのない事

項が発生したときは、県と協議の上、決定するものとする。 

 ３ 留意事項 

ア 成果の帰属 

本業務により得られた成果は、原則として県に帰属するものとする。 

イ 本業務の引継 

受託者は本業務に係る契約の終了後、他社に本業務の引継を行う必要が生じ

た場合は、県内事業者等の利便性を損なわないよう必要な措置を講じ、円滑な

引継に努めるものとする。 

ウ 本業務に係る書類の整備・保管 

本業務に係る書類の整備・保管については、次のとおりとする。 

①本業務の書類については、他の業務と混同しないよう区分すること。 



②本業務の実施にあたっては、次の会計関係書類等を準備し、適切な業務運営

を図ること。 

・総勘定元帳、現金出納簿等の会計関係帳簿類 

・本業務に従事するスタッフ等の労働者名簿、出勤簿及び賃金台帳等の労働

関係書類 

・その他、本業務に係る関係書類（支出関係の証憑書類等） 

③本業務終了年度から５年間保管すること。 

エ 受託者は、本業務に係る会計実地検査が実施される場合には、県に協力しな

ければならない。 

オ 本業務に関連し、受託者の故意又は過失など受託者の責により、県に損害が

生じた場合は、受託者は県に対してその損害を賠償しなければならない。 

 


